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A． 研究目的 

 平成 22 年の臓器移植法改正後、死後の

臓器提供総数は僅かに増えたに過ぎず、そ

の中で脳死下臓器提供件数の増加に伴

い、心停止後臓器提供件数は大きく減少し

ている。心停止後の臓器提供では腎臓・膵

臓・角膜が移植できるとされているが、この

大きな減少に加え、脳死下に提供された腎

臓は膵腎、肝腎同時移植が優先されるた

め、特に腎単独での移植数は減少し、結果

的に献腎移植希望登録者の移植機会は減

少している。 

一方で、脳死下の臓器提供では施設要

件が厳しく、平成 27 年 9 月の｢臓器提供の

手続きの係る質疑応答集｣において脳死下

での臓器提供のみを目的として患者を搬送

することは控えるべきとされており、偶然にも

脳死判定が可能な施設に搬送された患者

のみしか脳死下臓器提供者になり得ないと

いう問題があり、多臓器提供の意志があって

も心停止後の腎臓・膵臓・角膜の提供のみ

しか意志が生かせないという問題がある。し

かし、心停止後の臓器提供は脳死下と異な

り、施設要件はないため臓器提供施設にな
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り得る医療機関は多いが、心停止の時期を

調整できないことや、臓器保護のため心停

止後速やかな対応が必要であること、脳死

下に比べ温阻血による提供臓器への影響

が大きいこと等から実際に心停止後臓器提

供を行う医療機関は非常に少ないのが現状

である。 

わが国では透析患者が 34 万人を越え、

全国民の 366 人に 1 人となった現在、献腎

移植希望登録者は 15 年を超える待機期間

となっており、QOL を考えれば、早急に脳

死下のみならず、心停止後の臓器提供、献

腎移植を確実に増やす取組が必要である。

また、欧米の臓器移植件数が多い移植先進

国では脳死下臓器提供件数が頭打ちであ

るため、心停止後臓器提供件数を増やすた

めの方策がとられ、腎臓だけでなく他の臓器

も移植に供され大いに成果を上げており、わ

が国でも導入可能と考える。 

この研究では、心停止後の臓器提供件数

を増やすための課題を抽出し、解決法を提

示するとともに、腎臓・膵臓・角膜だけでなく

欧米移植先進国の様に心停止後の多臓器

提供を可能とするための法的・医学的課題

を明らかにし、心停止後の献腎移植だけで

なく多臓器移植の増加のための施策提言を

行うことを目的とする。 

 

B． 研究方法 

臓器提供に関わる日本救急医学会、日

本集中治療医学会、日本脳神経外科学会

と移植側である日本移植学会、特に心停止

後臓器摘出と移植の経験のある腎移植分野

として日本臨床腎移植学会が推薦する研究

者から成る研究班を組織し、心停止後の臓

器移植の経験のある献腎移植施設、提供施

設、関心施設、都道府県コーディネーター

に協力を依頼し、以下の研究を行った。 

R3 年度 

・心停止後腎摘出経験のある移植施設

を対象としたアンケート調査を依頼した。 

・心停止後臓器提供の経験のある提供

施設を対象としたアンケート調査を依頼

した。 

・都道府県コーディネーターを対象とし

たアンケート調査を依頼した。 

R4 年度 

・R3 に依頼したアンケートを集計し、解

析した。 

・心停止後臓器提供経験施設を対象と

したアンケート調査を依頼し、集計し、

解析した。 

・各アンケート調査の結果から心停止後

臓器提供における問題点を明らかにし

た。 

・欧米の心停止後多臓器摘出のプロセ

スを調査し、わが国に導入する際の法

的・医学的問題を検討した。 

・心停止後臓器提供者の増加と腎だけ

でなく多臓器の提供と移植のための提

言を行った。 

2018 年から 2020 年に心停止後臓器移植

経験のある 66 施設に経験数、摘出手技、手

順、実施の課題、要望など、心停止後臓器

提供に関心のある 170 施設に実施に至って

いない理由、課題、要望など、都道府県臓

器移植コーディネーター47 人を対象に経験

数、経験手技、手順、実施の課題、要望など、

また、心停止後臓器提供の経験のある 91 施

設に経験数、摘出手技、手順、実施の課題、

要望などについて SurveyMonkey を用いて

アンケート調査を依頼し、集計した。 
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また、心停止後多臓器提供･移植が行わ

れている欧米での実態調査のため、心停止

後の臓器提供が盛んなスペインで、心停止

後の臓器提供について世界中の関係者が

集まるワークショップに参加した。これを通し

て、心停止後多臓器摘出のプロセスを調査

し、わが国に導入する際の法的・医学的問

題を検討した。 

心停止後の献腎移植だけでなく多臓器移

植の増加のための施策提言を結論として作

成した。 

（倫理面への配慮） 

個人情報を扱うことはなく、該当しない。  

 

C． 研究結果 

研究班の研究代表者と研究分担者の全メ

ンバーで次のアンケート調査について検討

し、調査項目を決定し、各該当施設に依頼

した。 

（１）心停止後腎摘出経験のある移植施設を

対象としたアンケート（添付 1） 

（２）心停止後臓器提供に関心のある施設を

対象としたアンケート（添付 2） 

（３）都道府県コーディネーターを対象とした

アンケート（添付 3） 

（４）心停止後臓器提供経験施設を対象とし

たアンケート（添付 4） 

各アンケートの調査結果を集計し、解析

し、検討した結果は以下の通りである。  

（１）心停止後腎摘出経験移植施設（添付

5） 

（２）心停止後臓器提供関心施設（添付 6） 

（３）都道府県コーディネーター（添付 7） 

（４）心停止後臓器提供経験施設（添付 8） 

心停止後臓器提供における問題点を明ら

かにし、スペインで参加した心停止後ドナー

についてのワークショップでの心停止後多

臓器摘出のプロセスの調査から課題を明ら

かにした（添付９）。 

最後に、脳死状態でない状態での生命維

持装置の離脱についての法的問題を検討し

た（添付１０）。 

結論として、提言を作成した。 

 

D． 考察 

全国的に脳死下臓器提供の体制整備に

力が注がれているが、臓器提供の全体数は

増加しておらず、結果的に心停止後臓器提

供数の減少につながっている。各アンケート

結果から、終末期対応の難しさがあり、脳死

以外の方、脳死判定が出来ない方、脳死判

定を希望しない方の臓器提供の意思を汲め

ていないことが明らかになった。 

 心停止後臓器提供を増やすためには、そ

のための体制整備の必要があり、その前提

として、不可逆的全脳機能不全のガイドライ

ンの統一、脳死以外の終末期患者の臓器

提供の意思を適切に汲み取るための制度の

構築が必要である。 

 現在の心停止後臓器提供においては、移

植医、コーディネーター、提供施設の負担

が大きく、多くの困難がある。移植医の負担

軽減のために、摘出チームの輪番制、

ECMO や臓器保存技術の活用、救急医や

集中治療医との連携を図り、分業できるシス

テム作りを行っていく必要がある。 

 臓器提供のためには、救命・集中治療の

現場では終末期診断を正しく行うことが必須

であるが、そのためには、脳死を臓器提供の

時のみ人の死とする考えを改める必要があ

る。脳死を臓器提供の時のみ人の死とする

現在の法律には多くの問題があり、このまま
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では心停止後の臓器提供に至る過程で多く

の困難があることが明らかになった。これを

改め、脳死を臓器提供の時だけでなく、一

般的な死とすべく法整備が必要であることが

明らかであるが、本研究では、そのプロセス

に言及することは出来ない。 

 

E． 結論 

本研究の結論として、心停止後臓器提供

数の減少への効果的な対策について課題と

その戦略に関して以下の提言を行う。 

昨今の心停止後臓器提供の減少は、脳

死下臓器提供への転換、終末期対応の難し

さ、移植医の負担が原因であることが推測さ

れる。 

全国的に脳死下臓器提供の体制整備に

力が注がれているが、臓器提供の全体数は

増加していない現状がある。脳死以外の

方、脳死判定が出来ない方、脳死判定を希

望しない方の臓器提供の意思を汲むために

は、心停止後臓器提供の体制整備も並行し

て進める必要がある。 

不可逆的全脳機能不全のガイドラインの

統一、脳死以外の終末期患者の臓器提供

の意思を適切に汲み取るための医療者教

育・体制整備が望まれる。 

移植医の負担軽減のために、摘出チーム

の輪番制、ECMO や臓器保存技術の活用、

救急医や集中治療医との連携を図り、分業

できるシステム作りを行っていく必要がある。 

日本人の精神論において、一般的に脳

死は人の死とすることはこれまで以上に心停

止後提供の減少につながることが予想され

る。 

しかし、患者・家族がより良い最期を迎え

るためには、終末期診断を正しく行うことが

必須である。そのため、脳死を臓器提供の

時のみ人の死とする考えを改める必要があ

るが、他学会との連携を図り、法整備につい

ては慎重に対応していく必要がある。 

 

F． 健康危険情報 

 該当するものはない。 
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市,2021 年 11 月 12 日 
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医療安全の面から考える、第 55 回日本臨

床腎移植学会,口演,WEB、2022 年 2 月 

23 日 
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（添付１） 

 

厚生労働行政推進調査事業費「心停止後臓器提供数の減少への効果的な対策に資する研究」 

心停止後臓器提供（Donation after circulatory death: DCD）からの腎移植に対する実

態・意識調査 

 

1. 施設名を教えてください。 

 

2. 貴施設は DCD からの腎移植の経験はありますか？ 

□ はい → ３へ 

□ いいえ → ９へ 

 

3. 経験された心停止後臓器提供（DCD 腎提供及び膵提供）であてはまるものにチェック

をつけてください。（複数回答） 

□ 「脳死とされうる状態」と診断後 

 → □ 家族の希望で、心拍停止後に臓器提供とした 

□ 脳死下臓器提供として管理中に、心拍停止した 

□ 「脳死とされうる状態」だったが、法的脳死判定が実施できなかった 

（その場合、具体的に：                  ） 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

  □ 「脳死とされうる状態」の診断はなし 

   →  □ 「脳死とされうる状態」ではない、他の終末期疾患 

       （その場合、具体的に：                  ） 

□ 「脳死とされうる状態」が疑われたが診断はせず、家族の臓器提供の意思が

あったため心拍停止後に臓器提供とした 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

□ その他自由意見（                        ） 

 

4. 経験された DCD で、生命維持装置（人工呼吸器、PCPS/ECMO）はどのように対応し

ましたか？（複数回答） 

□ 生命維持装置を離脱した 

離脱したもの□人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（    ） 

□ 生命維持装置は継続したが、投与量や設定を漸減した 

漸減したもの □人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（   ） 
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□ 生命維持装置はそのまま継続した 

維持したもの □人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（   ） 

□その他 （その場合、具体的に                 ） 

   

5. PCPS/ECMO からの DCD を経験された御施設にお聞きします。 

死亡診断後も PCPS/ECMO を継続しましたか？ 

□ はい  □ いいえ 

  →  継続した場合、摘出術までのプロセスを教えてください 

    （                                 ） 

→ PCPS/ECMO 下での臓器提供、摘出について課題と感じられることがありま  

したら、教えてください。 

  （                                 ） 

 

6. DCD の全身ヘパリン化、ダブルバルーンカテーテルの留置についてお聞きします。 

それぞれの課題、今後の改善すべき点について教えてください。 

全身ヘパリン化： 

ダブルバルーンカテーテル留置：                         

 

7. DCD の臓器摘出術に関する課題、今後の改善すべき点について教えてください。 

    （                                 ） 

                          

8. DCD からの腎移植レシピエントの経過についての課題や今後改善すべき点について教

えてください。 

（                                     ） 

 

9. 今後 DCD からの腎移植を行うにあたり、課題となることを教えてください。（複数回

答） 

□ 終末期診断の実施 

□ 家族に終末期について説明すること 

□ 終末期家族ケア 

□ 生命維持装置の扱い 

□ 臓器提供の情報提供 

□ JOT、都道府県コーディネーターのコーディネーション 

□ カニュレーションのタイミング 

□ PCPS/ECMO 症例の臓器提供 

□ 看取りの対応 
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□ 臓器摘出術の手技 

□ machine perfusion など臓器保存 

□ 移植手術体制 

□ 移植可能臓器（現在は腎臓と眼球、一部膵臓のみ） 

□ 周術期（透析）管理 

□ ドナー家族のケア 

□ その他（具体的に                            ） 

 

10. DCD について、自由にご意見をお聞かせください。 
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（添付２） 

 

厚生労働行政推進調査事業費「心停止後臓器提供数の減少への効果的な対策に資する研究」 

心停止後臓器提供（Donation after circulatory death: DCD）に関心がある施設に対す

る意識調査 

 

1. 施設名を教えてください。 

 

2. 貴施設は DCD からの臓器提供の経験はありますか？ 

□ はい → ３へ 

□ いいえ → ４へ  

 

3. 経験された心停止後臓器提供（DCD 腎提供及び膵提供）であてはまるものにチェック

をつけてください。（複数回答） 

□ 「脳死とされうる状態」と診断後 

 → □ 家族の希望で、心拍停止後に臓器提供とした 

□ 脳死下臓器提供として管理中に、心拍停止した 

□ 「脳死とされうる状態」だったが、法的脳死判定が実施できなかった 

（その場合、具体的に：                  ） 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

  □ 「脳死とされうる状態」の診断はなし 

   →  □ 「脳死とされうる状態」ではない、他の終末期疾患 

       （その場合、具体的に：                  ） 

□ 「脳死とされうる状態」が疑われたが診断はせず、家族の臓器提供の意思が

あったため心拍停止後に臓器提供とした 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

その他自由意見（                        ） 

 

4. 今後 DCD からの臓器提供を行うにあたり、課題となることを教えてください。（複数回

答） 

1. 終末期診断の実施 

2. 家族に終末期について説明すること 

3. 終末期家族ケア 

4. 生命維持装置の扱い 
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5. 臓器提供の情報提供 

6. JOT、都道府県コーディネーターのコーディネーション 

7. カニュレーションのタイミング 

8. PCPS/ECMO 症例の臓器提供 

9. 看取りの対応 

10. 臓器摘出術の手技 

11. machine perfusion など臓器保存 

12. 移植手術体制 

13. 移植可能臓器（現在は腎臓と眼球、一部膵臓のみ） 

14. 周術期（透析）管理 

15. ドナー家族のケア 

□ その他（具体的に                            ） 

16. 自由意見 

 

5. 今後、貴施設で DCD からの臓器提供の整備を進めることを検討されていますか？ 

  □ 検討していない  

  □ 検討しているが、まだ具体的な予定はたてていない →６へ 

  □ 検討しており、おおむね 1 年以内に整備を開始する予定である →６へ 

  □ すでに整備済である 

  □ その他（具体的に                          ） 

 

6. 貴施設で DCD からの臓器提供／移植を整備するにあたり、必要なものは何ですか？（複

数回答） 

  □ DCD からの臓器提供のマニュアル 

  □ JOT／都道府県臓器移植コーディネーターとの連携 

  □ 院内コーディネーターの整備 

  □ 倫理委員会の整備 

  □ その他（具体的に                           ） 

  □ 自由意見 

 

7. DCD について、自由にご意見をお聞かせください。 
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（添付３） 

 

厚生労働行政推進調査事業費「心停止後臓器提供数の減少への効果的な対策に資する研究」 

心停止後臓器提供（Donation after circulatory death: DCD）からの臓器提供に関する

都道府県臓器移植コーディネーターに対する実態調査 

 

1. 所属する都道府県を教えてください。 

 

2. 連絡先を教えてください。 

 

3. あなたは DCD からの臓器提供の経験はありますか？ 

□ はい → ４へ 

□ いいえ → １２へ 

 

4. 1997 年の臓器移植法施行以降に貴都道府県で DCD からの臓器提供の経験がある場合、

その件数を教えてください。 

□ 1997 年～2007 年（    件） 

□ 2008 年～2019 年（    件） 

□ 2020 年～    （    件） 

 

5. 経験された DCD の内訳を教えてください。 

Maastricht 分類 

Ⅰ 来院時心肺停止        un-controlled（   例） 

Ⅱ 蘇生不成功          un-controlled（   例） 

Ⅲ 生命維持装置離脱       controlled  （   例） 

Ⅳ 脳死後の臓器提供の過程で予期せぬ心停止  controlled  （    例） 

脳死とされうる状態で、法的脳死判定が行われずに臓器提供 controlled  

⇒ 本人・家族希望で DCD  （    例） 

⇒ 法的脳死判定で脳幹反射の診断が不可能のため DCD （    例） 

その場合、具体的に（                    ）

⇒ PCPS/ECMO で無呼吸テストが不可能のため DCD（     例） 

⇒ 非５類型施設からの DCD  （    例） 

脳死とされうる状態でない（重症脳障害 etc）が、救命不能な状態で臓器提供 

⇒ 本人・家族希望で DCD  （    例） 
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6. Ⅳの脳死とされうる状態で、法的脳死判定が行われずに臓器提供、を経験された方にお

聞きします。 

ドナー情報から心停止までの待機期間は何日間でしたか？（複数例ご経験された場合

はおよその平均の日数を教えてください） 

（例：８日間                            ） 

7. PCPS/ECMO からの DCD を経験された方にお聞きします。 

死亡診断はどのように行われましたか？ 

  （                                 ） 

死亡診断後も PCPS/ECMO による灌流を継続しましたか？ 

□ はい 

□ いいえ 

→ はいの場合、どのように継続したか、具体的に教えてください。 

（                                 ） 

 

8. DCD のダブルバルーンカテーテル留置、全身ヘパリン化について、現状の課題と今後

改善すべき点を教えてください。 

（                                   ） 

 

9. 死亡診断、看取りについての現状の課題と今後の改善点について教えてください。 

（                                   ） 

 

10. 手術室対応についてお尋ねします。摘出術を円滑に行うにあたり、課題となる点を教え

てください。（複数回答） 

□ 手術室の確保 

□  麻酔科医との連携 

□ 看護師の確保 

□ 摘出医との連携 

□ 手術室でのマニュアルの整備 

□ その他（具体的に                         ） 

□ 自由意見 

                           

11. DCD を経験されたご家族の経過をフォローされていますか？ 

  □ はい 

  □ いいえ 

  はい、の場合、ご家族の様子を具体的に教えてください。 

  （                                    ） 
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12. 今後 DCD からの移植を行うにあたり、臨床現場で課題となることを教えてください。

（複数回答） 

1. 終末期診断の実施 

2. 家族に終末期について説明すること 

3. 終末期家族ケア 

4. 生命維持装置の扱い 

5. 臓器提供の情報提供 

6. JOT、都道府県コーディネーターのコーディネーション 

7. カニュレーションのタイミング 

8. PCPS/ECMO 症例の臓器提供 

9. 多職種（臨床工学技士、臨床検査技師など）との連携 

10. 看取りの対応 

11. 臓器摘出術の手技 

12. machine perfusion など臓器保存 

13. 移植手術体制 

14. 移植可能臓器（現在は腎臓と眼球、一部膵臓のみ） 

15. 周術期（透析）管理 

16. ドナー家族のケア 

17. その他（具体的に                     ） 

自由意見 

 

13. DCD のコーディネーションを実施するにあたり、都道府県臓器移植コーディネーター

の課題となることを教えてください。（複数回答） 

  □ DCD のマニュアルの整備 

  □ DCD に関する研修 

  □ On the job training（隣県支援など） 

  □ 臓器提供施設との連携 

  □ 臓器移植施設（院内コーディネーターなど）との連携 

  □ JOT コーディネーターと都道府県臓器移植コーディネーターの連携 

  □ 都道府県臓器移植コーディネーター同士の連携 

  □ その他（具体的に                     ） 

  □ 自由意見 

 

14. DCD について、自由にご意見をお聞かせください。 
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（添付４） 

 

厚生労働行政推進調査事業費「心停止後臓器提供数の減少への効果的な対策に資する研究」 

心停止後臓器提供（Donation after circulatory death: DCD）からの臓器提供を経験し

た御施設に対する実態調査 

 

1. 所属する都道府県を教えてください。 

 

2. 経験された心停止後臓器提供（DCD 腎提供及び膵提供）であてはまるものにチェックを

つけてください。（複数回答） 

□ 「脳死とされうる状態」と診断後 

 → □ 家族の希望で、心拍停止後に臓器提供とした 

□ 脳死下臓器提供として管理中に、心拍停止した 

□ 「脳死とされうる状態」だったが、法的脳死判定が実施できなかった 

（その場合、具体的に：                  ） 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

  □ 「脳死とされうる状態」の診断はなし 

   →  □ 「脳死とされうる状態」ではない、他の終末期疾患 

       （その場合、具体的に：                  ） 

□ 「脳死とされうる状態」が疑われたが診断はせず、家族の臓器提供の意思が

あったため心拍停止後に臓器提供とした 

□ その他 

（その場合、具体的に：                  ） 

その他自由意見（                        ） 

 

3. 経験された DCD で、生命維持装置（人工呼吸器、PCPS/ECMO）はどのように対応し

ましたか？（複数回答） 

1. 生命維持装置を離脱した 

離脱したもの□人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（    ） 

2. 生命維持装置は継続したが、投与量や設定を漸減した 

漸減したもの □人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（   ） 

3. 生命維持装置はそのまま継続した 

維持したもの □人工呼吸器 □人工呼吸器＋PCPS/ECMO □その他（   ） 

4. その他 （その場合、具体的に                  ） 
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4. PCPS/ECMO による治療下での DCD を経験された方にお聞きします。 

PCPS/ECMO が導入された契機を教えてください。 

  （                               ） 

該当患者は「脳死とされうる状態」でしたか？ 

 → □ はい  □ いいえ 

  死亡診断はどのように行いましたか？ 

   （                                ） 

  PCPS/ECMO 下での臓器提供について、課題を教えてください。 

   （                                ） 

 

5. 貴施設で終末期となった患者の家族に DCD についての情報提供を行うのはどのような

場合ですか？   

  □ 脳死とされうる状態となり、脳死下臓器提供（DBD）の情報と一緒にお話する 

  □ 脳死とされうる状態となり、家族が DBD を辞退した場合にお話する 

  □ 脳死とされうる状態に関係なく、終末期で臓器提供の適応がある場合にお話する 

  □ 脳死とされうる状態でない終末期で、臓器提供の適応がある場合にお話する 

  □ DCD についてはお話をしない（家族からの申し出のみ） 

  □ その他 （具体的に                           ） 

 

6. 今後心停止後臓器提供を行うにあたり、臨床現場で課題となることを教えてください。

（複数回答） 

1. 終末期診断の実施 

2. 家族に終末期について説明すること 

3. 終末期家族ケア 

4. 生命維持装置の扱い 

5. 臓器提供の情報提供 

6. JOT、都道府県コーディネーターのコーディネーション 

7. カニュレーションのタイミング 

8. PCPS/ECMO 症例の臓器提供 

9. 看取りの対応 

10. 臓器摘出術の手技 

11. machine perfusion など臓器保存 

12. 移植手術体制 

13. 移植可能臓器（現在は腎臓と眼球、一部膵臓のみ） 

14. 周術期（透析）管理 

15. ドナー家族のケア 
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□ その他（具体的に                            ） 

16. 自由意見 

 

7. その他、DCD についてご意見をお聞かせください。 
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（添付５） 
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（添付７） 
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（添付１０） 

生命維持装置の離脱についての法的問題 

                            

Ⅰ はじめに 

本日は、末期状態にある患者からの生命維持装置の取り外し（離脱）の法的許容性について、

報告を行う。 

そもそも末期状態にある患者から生命維持装置を取り外す行為は、患者の死との間で否応なく

因果関係を持つことから、刑法上一応殺人罪（刑法 199 条）、同意殺人罪（刑法 202 条）の構成要

件に該当すると考えられる。問題は、そのような行為は、果たして法的に許容されるのか（専門用語

でいうと、違法性が阻却され犯罪の成立が否定されるのか）ということである。そして、もし、法的に

許容されるとすれば、その根拠と要件はいかなるものであるのか、ということである。そこで、私の報

告は、以上の問題点について、現在までの学説・判例の見解を説明し、そのうえで、3 学会からの

提言である「救急・集中治療における終末期医療に関するガイドライン」について、若干の検討を

行いたいと思う。 

 

Ⅱ 学説 

（1） 治療行為の中止の許容性の根拠を、治療義務の限界と患者本人の自己決定としての意

思の両方に求める見解。 

 

（2） 治療義務の限界のみに求める見解 

 

（3） 患者の自己決定を医師の治療義務は、終末期医療の実行・忌避が患者の最善の利益に

合致するかを判断するための 2 つの要素であり、終末期医療の実行・注意氏は、患者の

最善の利益に従って決定されなければならないとする見解。 

 

→通説は、（1）の見解。 

 

 

Ⅲ 判例 

（1） 東海大学安楽死事件に関する横浜地判平成 7 年 3 月 28 日判時 1530 号 28 頁 

事案は、東海大学付属病院の医師である被告人が、末期がんの患者の治療を担当していたが、

患者の家族から治療の中止を強く求められて、患者に装着していた点滴、フォーリーカテーテル等

を外し、その後、鎮静剤や抗精神病薬を注射し、さらには、殺意を持って、不整脈治療剤と塩化カ

リウム製剤を注射して、患者を死亡させ、被告人は、最後の行為について、殺人罪で起訴された、

というものである。横浜地裁は、積極的安楽死について、新たな判断を示して、被告人に殺人罪の

成立を認めたが、点滴、フォリーカテーテル等の取り外しという治療行為の中止についても、その
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許容される要件について、以下のような判断を示した。 

治療行為の中止は、意味のない治療を打ち切って人間としての尊厳性を保って自然な死を迎

えたいという、患者の自己決定を尊重すべきであるとの患者の自己決定権の理論と、そうした意味

のない治療行為まで行うことはもはや義務ではないとの医師の治療義務の限界を根拠に、一定の

要件の下に許容される。そして、許容されるための要件としては、①患者の病気が治癒不可能であ

り、末期状態にあること、②死期の切迫性の程度を考慮して無意味と考えられる措置であること、お

よび③治療の中止を求める患者の意思表示が中止を行う時点で存在することが必要である。ただ

し、患者の明確な意思表示が存在しないときには、患者の事前の意思表示から推定される意思で

もよい。また、患者の事前の意思表示が存在しない場合には、患者の個人的事情を十分に知り、

彼の意思を判断し得る適性を有する家族の意思表示を、患者及び家族を理解する医師が判断す

ることによって、この推定的意思を認定するができる。 

しかし、本件被告人の治療の中止は、患者の明示の意思表示がなく、また、家族は、患者の痛

みや苦しみを感じる状態になかったことについて正確に認識しておらず、一方、被告人は、患者の

家族との意思疎通が十分でなく、家族の意思表示が患者の意思を推定させるに足りるものである

かどうか判断し得るだけの立場になかった。したがって、被告人の行った治療行為の中止は、法的

許容要件を充たしていない。 

 

(2) 川崎協同病院事件に関する最決平成 21 年 12 月 7 日刑集 63 巻 11 号 1899 頁 

事案は、次に様なものである。患者は、気管支喘息の重積発作を起こし心肺停止状態で病院に

運び込まれ、救命措置により心肺は蘇生したが、意識は戻らず、人工呼吸器が装着されたまま、

ICU で治療を受けており、心肺停止時の低酸素血症により、大脳機能のみならず脳幹機能にも重

い後遺症が残り、こん睡状態が継続していた。主治医である被告人は、家族の要請に基づき、患

者が死亡することを認識しながら、気道確保のために鼻から気管内に挿入されていたチューブを

抜き取るとともに、呼吸確保の措置も取らなかったが、予期に反して、患者が身体をのけぞらせるな

どして苦もん様呼吸を始めたため、被告人は、鎮静剤のセルシンやドルミカムを静脈注射するなど

した。しかし、それでも鎮めることができなかったため、同僚医師の示唆に基づいて筋弛緩剤であ

るミオブロック静脈注射し、患者の心臓を停止させたとして、殺人罪で起訴された。 

原審である東京高裁は、治療行為の中止の許容性の根拠を、「患者の自己決定権」と「医師の

治療義務の限界」との 2 つに求める東海大学安楽死事件に関する横浜地裁の判決及び本件第 1

審判決に依拠しつつ、自己決定権論と治療義務限界論といういずれのアプローチにも解釈上の

限界があり、これらの根拠から治療中止のための具体的要件を一般的な形で明らかにすることは

できないとして、慎重な態度を示した。 

これに対し、最高裁判所は、患者が気管内チューブを抜管した行為が治療行為の中止として適

法となるかどうかについて、以下のような判断を示して、被告人に、結論として殺人罪の成立を認め

た。 

「上記の事実経過によれば、被害者気管支喘息の重積発作を起こして入院した後、本件抜管時
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までに、同人の余命等を判断するために必要とされる脳波等の検査は実施されておらず、発症か

らいまだ二週間の時点でもあり、その回復可能性や余命について的確な判断を下せる状況にはな

かったものと認められる。そして、被害者は、本件時、こん睡状態にあったものであるところ、本件気

管内チューブの抜管は、被害者の回復をあきらめた家族からの要請に基づき行われたものである

が、その要請は上記の状況から認められるとおり被害者の病状等について適切な情報が伝えられ

た上でされたものではなく、上記抜管行為が被害者の推定的意思に基づくということもできない。

以上によれば、上記抜管行為は、法律上許容される治療中止には当たらないというべきである」。 

 

Ⅳ 判例・通説における治療行為中止の許容要件 

 以上の検討を踏まえて、判例・通説が必要としている、治療行為の中止が許容される要件をまと

めると、以下のようになる。 

 まず第 1 に、治療義務の限界が問題となる、患者が治癒不可能で、回復の見込みがなく死が避

けられない終末期状態にあることが必要である。したがって、回復が不能な重篤な患者であっても、

死が避けられない状態になければ、医師は、延命措置を講じなければならない。 

 第 2 の要件としては、治療の中止を求める患者の意思が必要である。もっとも、末期医療におい

ては、治療行為の中止の行われる時点では、患者が現実の意思表示をできない場合がむしろ一

般的であると考えられるところから、患者の事前の意思が存在する場合には、これによって患者の

意思を推定し、それも存在しない場合には、患者の家族の意思によって患者の意思を推定するこ

とが認められる。ただし、家族による意思の代行や代諾は、家族といえども患者の生命を処分でき

る立場にはないから、許されないということになるであろう。 

 問題となるのは、上記の要件が充たされた場合に、治療を中止する範囲が問題となる。これにつ

いては、東海大学安楽死事件に関する横浜地裁の判例は、すべての治療行為が中止の対象とな

るとしている。学説には、栄養や水分の補給など基本的看護は、中止してはならないという見解も

あるが、そうしたものを特別視する必要はないとして、判例の立場を支持する見解が有力である。 
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